
（２）空き家・空き地の
活用促進
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（２）空き家・空き地の活用促進

１）北九州市空き家バンク

① 所有者から市へ登録申請

② 市から不動産事業者へ
空き家情報の提供

↓
【市が立会う商談会開催】

③ 所有者が不動産事業者を
選定し、媒介契約の締結

④ 市と媒介事業者による
物件情報の発信

⑤ 利用希望者から問い合せ

⑥ 媒介事業者の仲介による
売買・賃貸借契約の締結

実績(H26～R6.3）
登録：510件
成約：360件

（成約率 約71％）

これまで売買や賃貸されていなかった空き家
を掘り起こし、その情報を市内外に発信させる
ことで、空き家の活用を促進
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（２）空き家・空き地の活用促進

２）空き家を活かす地域共生マッチング事業

実績(H30～R6.3）

活用希望者

:11件

提供空き家

:16件

活用ｻﾎﾟｰﾀｰ登録

:13社

成約: 0件
※引合せに至るものは

多数あり

空き家を活かして地域と共生する取り組みをしようとする活用希望者と、
その趣旨に賛同した空き家所有者とのマッチング
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（２）空き家・空き地の活用促進

３）マイホーム借上げ制度の情報提供

一般社団法人 移住・住みかえ支援機構（JTI）が、５０歳以上の方が所有する
マイホームを借上げて転貸し、安定した賃料収入を保証する公的な制度。
これにより、マイホームを売却することなく、住みかえや老後の資金として活

用することができる。
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（２）空き家・空き地の活用促進

４）北九州市空き家等面的対策推進事業
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（２）空き家・空き地の活用促進

４）北九州市空き家等面的対策推進事業
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（２）空き家・空き地の活用促進

５）空家等活用促進区域制度
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（２）空き家・空き地の活用促進

５）空家等活用促進区域制度
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（２）空き家・空き地の活用促進

６）空家等管理活用支援法人

市が空き家の活用や管理に取り組むＮＰＯ法人、社団法人等を空家等管理活
用支援法人に指定し、当該法人が所有者への相談対応や所有者と活用希望者の
マッチングを行う。
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（２）空き家・空き地の活用促進

６）空家等管理活用支援法人

18



（２）空き家・空き地の活用促進

６）空家等管理活用支援法人

市からの委託支援法人の業務

＜法第24条各号に規定する業務に係る確認事項＞

（１）所有者・活用希望者への相談・情報提供

⇒業務の予定なし

(２）所有者からの委託に基づく空き家の活用や管理

⇒業務の予定なし

（３）市からの委託に基づく所有者等の探索

⇒業務の予定なし

（４）空き家の管理・活用に関する調査研究

⇒業務の予定なし

（５）空き家の管理・活用に関する普及啓発

・セミナー・相談会等の支援（全日との連携）

（６）その他の管理・活用を図るために必要な事業・事務

・市が行う空き家の安全対策や解体等への技術支援

（協定に基づく）
緊急工事・代執行

連携強化

連携強化
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（２）空き家・空き地の活用促進

７）北九州空き家リノベーション促進事業（補助金）

事業概要
空き家のリノベーション工事に要する費用の

一部を補助し、空き家の活用を促進

補助申請対象者
・自らが居住するために空き家を購入する方
・空き家を相続し、自ら居住する方

補助対象家屋
・耐震性能のあるもの（又は耐震改修を行うもの）

補助金額
・住宅の脱炭素化に資する等の市が指定する
工事に要する費用の１/３

・１戸あたり上限30万円
・R6予算 ： 2,600万円

実績（H30～R6.3）
・改修件数 409件（68件/年）
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（２）空き家・空き地の活用促進

８）北九州市住宅・建築物耐震改修工事費等補助事業
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（２）空き家・空き地の活用促進

９）インスペクションや既存住宅売買瑕疵保険の情報提供
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（２）空き家・空き地の活用促進

９）インスペクションや既存住宅売買瑕疵保険の情報提供
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（２）空き家・空き地の活用促進

１０）住むなら北九州移住推進事業

事業概要
本市への定住・移住を推進する

ため、市外から移住する若者・子
育て世帯等に対し、一定の要件を
満たす街なかの住宅を取得または
貸借する費用の一部を補助する事
業

補助金対象物件
街なか区域の物件で以下を満たす
１）中古で50㎡以上の民間賃貸物

件（世帯人員２人は床面積30
㎡以上）

２）特定優良賃貸住宅の認定を受
けたもので家賃補助が終了し
たもの

３）北九州市の空き家バンク要綱
に則って媒介契約した物件
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（２）空き家・空き地の活用促進

１１）立地適正化計画に基づく居住誘導区域への住み替え支援
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■立地適正化計画とは

市町村が都市全体の観点から、

居住機能や商業・医療・福祉

施設等の都市機能の立地、公

共交通の充実等に関する包括

的なマスタープラン。

■立地適正化計画における施策抜粋

■集約型の都市づくりのイメージ図


